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論 文 内 容 の 要 旨 
 
 本博士論文の目的は、アーツマネジメントの新しい意味と作用に着目することによって既存の経営
学的な視点から脱し、社会の中におけるアートの役割を明確にするとともに、社会的包摂を視野
し や
に入
い
れたアーツマネジメントによるコミュニティ再構築
さいこうちく
の可能性を明らかにすることにある。具体的な研
究対象地をタイに設定し、上記の目的を達成するために「コミュニティアート」という概念と実践に
着目して、現場に寄り添う形での調査のなかから生のデータを抽出し、その分析・解釈を通して、タ
イ型の社会的包摂を旨とするアーツマネジメントの手法を構想するための論点を提起した。その過程
において、イギリスとオーストラリアというコミュニティアートの先進国における研究動向を重要な
参照枠とした。 
 本稿で論じられるアーツマネジメントは、欧米のアーツマネジメントに対する批判的検討・咀嚼の
上にたち、貧困や差別、災害、障がいといった困難に苦しむ社会的弱者の現場においてアートの創造
的な作用を活かし、誰もが社会の一員として包摂され、生きがいを持って生活することのできる状態
を作り出すために活用されるものである。また、タイを対象とする理由は、過度なグローバル化や新
自由主義政策、リーマンショック以降の世界的な経済的破綻を通して社会の貧困や格差が助長される
傾向にあり、さらに、先住民問題、津波や洪水といった自然災害、テロ、クーデターといった社会的
災害の頻発によって、社会的弱者が直接的に被害を受ける状況が頻発している点にある。 
 そこで本論文においては、タイにおける貧困・洪水・津波、そして地域性を核とした住民のアイデ
ンティティ衰退といった課題をアーツマネジメントの複数の実践現場を足がかりとして検討し、社会
的包摂を視野に入れたコミュニティ再構築へと結びつけようと試みたのである。 
 第 1 章においては、欧米型アーツマネジメントの定義と歴史的変遷を提示するため、社会的包摂が
欧米における政策的課題として検討されるに至るまでの社会的背景に言及したのち、イギリスのコミ
ュニティアートとオーストラリアの文化政策である Cultural Community Development（CCD）の成立
過程を 6 つの実践事例を通して言及することで、社会的包摂を視野に入れたアートの活用事例が急増
するに至った状況を提示した。また、コミュニティアートの評価基準を検討するなかで、欧米におけ
るコミュニティアートは多様な社会的問題に向き合い、その解決の一助としての実践事例として読み
取れることが明らかとなった。それが政策化された経緯があることから、政権交代による文化政策の
指針変更や国家財政の悪化に伴うプロジェクトの打ち切りなど、支援形態が政治経済の動向によって
大きく左右されていることは明白であり、そういった危機に対応することのできる実務家の要請や対
案は少なく、国営宝くじの導入を通して財政基盤の安定化やコミュニティアート事業を公募制に切り
替え等が試みられたが、継続的な運営基盤の構築を阻害する状況をもたらし、実務家を疲弊させると
いう結果になりがちであった。評価体制の確立のためにはプロセスを緻密に精査するとともに実務家
の満足度をはかる視点が必要であることを指摘した。 
 第2章では、タイにおける先行実践について言及した。主にバンコクにおいて繰り広げられていた
1990年代以降のオルタナティブスペース、非営利団体、コミュニティアートの活動に触れ、その歴史
的変遷に言及した。中でも、現在のアートシーンの原型を形作った当時の先進的事例を2点に焦点を
あてた。当時は、コミュニティアートとして分類される活動は継続性の欠如により皆無であったこと
から、一部のプロジェクトの特徴を概観するに留めている。しかし、1990年代前半に活躍したクリエ
イティブなアートマネージャー達による活動は、次世代に強い影響を与えており、現在ではオルタナ
ティブスペースや非営利団体の引き継ぎを行うまでに至っており、そこに新たなプラットフォームを
自らの手で構築するなど、社会的要請に向き合いながら積極的にアートを活用していこうとする姿勢
が受け継がれている。コミュニティアートに関しては、文化資源を活用して地域住民のアイデンティ
ティ再構築に向き合うコミュニティも存在するが、バンコクにおいては観光政策に融合している傾向
にあり、主体性のないコミュニティリーダーが住民統治を試みる場においてそういった光景が顕著に
見られるという弊害も起こっている。本章の結論としては、コミュニティアートやオルタナティブス
ペースを牽引するに当たって計画性のない運営がなされていることが多く、事業に関わる者のリテラ
シーの向上が必要であると纏めた。また1990年代前半から現在に至るまで、アートマネージャーの殆
どが海外教育の経験者であることから、国内においてアーツマネジメント教育を受けている者との教
育格差が生じており、欧米型のアーツマネジメント適用の是非の議論の萌芽をここに認めることがで
きる。 
 第3章では、スマトラ沖大地震に伴う大津波被害に遭ったプーケット住民の地域アイデンティティ
再構築という観点から、約1年間に亘るアートプロジェクトの実践プロセスとその成果を提示するこ
とにより、社会的包摂を視野に入れたアーツマネジメントの可能性を考察した。具体的には、プーケ
ットがグローバル・ツーリズムの地として繁栄するまでに至った歴史的変遷に言及したのち、災害復
興現場におけるアートの活用を実践的に検討した。またプロジェクトの核となるアーティスト・イ
ン・レジデンスの企画プロセスと活動内容を提示した。具体的には、アーティストによるフィールド
ワークの成果や、公共空間において実施したワークショップの内容への言及であり、異国の地におけ
るアートプロジェクトをマネジメントしていく中で浮かび上がった成果と課題を検討した。アーティ
ストによるフィールドワークやワークショップは、地域住民との接点としての役割を果たしたと指摘。
アートを媒介したことによりコミュニケーションが誘発されたといえ、アーティストの記したフィー
ルドノート（日記）に関しては、コミュニティとの関わり方を部外者・部内者双方が学ぶ機会を得た
といえる。災害復興の現場における楽しみの醸成や異質なもの（アート）の介在とは、地域アイデン
ティティの再構築を目指すに当たって有効に働くことを確認し、その存在意義を強調した。 
 第 4 章では、第３章でとりあげたプロジェクトの成否を受けて、プーケットの高等学校を舞台に、
コミュニティの関係性をワークショップを通して浮かび上がらせるプログラムを実践し、研究へのフ
ィードバックを行った。そこでは、コミュニティにおける高等学校の存在意義を明確にするために、
コミュニティとの連携の進め方を強く意識した。ワークショップでは、鑑賞教育と体験学習法の理論
を援用し、教員との協働を通して継続的な活動となるまでの道筋を提示した。合計 6 回行われたワー
クショップを通して、学校からの信頼を獲得し、教員との協働が生まれた。結果として、保護者や学
校とは関係のない一般住民との協働へと結びつくという成果に至った。若者のアイデンティティ意識
に着目したアプローチは、社会的弱者の発生を未然に防ぐことや弱者を包摂する心を萌芽させる可能
性を生み出し、コミュニティに希望を与えるといえる結論に達した。 
 また高校の廻りの住文化環境についても考察を行い、乱建設が続く文化施設の問題、特に計画策定
のプロセスに住民の意見が組み込まれず、合意に基づかないコンテンツの策定など、克服すべき課題
が多いことを指摘した。コンテンツを享受する担い手は若者である。彼らのアイデンティティ意識の
健全なる醸成を阻害しないためにも、適切なマネジメント手法を住民同士が議論し、社会に広く発信
していく必要がある。 
 第5章では、アートによる社会的包摂の実践事例として、バンコクの都市内空洞地であるナンロン
コミュニティを取り上げ、文化資源を活用したコミュニティアートの事例と歴史的変遷を提示した。
2006年に1人のアーティストがコミュニティに介入し、コミュニティリーダーの理解を得たことを起
点として、コミュニティ内のスラムに住む子供に向けたアートプロジェクトが継続的に実施されて
いった起点から、2010年に大学教員がアーティストの動きに着目したことで行政支援を受けた住民
参加型の大規模イベントが開催されるに至るまでの、短期間での成功例を取り上げた。ここでは1990
年代前半より子供や貧窮者に対しての生活援助を行っていたコミュニティリーダーの姿勢に着目し、
彼女の持つ使命感やコミュニティへの愛着心が核となった行いであることを明らかにした。アーテ
ィストがコミュニティに初めて入りこんだ際、住民は何も手伝うことをしなかったが、コミュニテ
ィリーダーだけは支援し続けることが住民の包摂に繋がると信じていたのである。コミュニティが
社会的知名度を得ると、コミュニティリーダーによる自己犠牲の視座を住民もまた共有することに
繋がり、住民同士の協働が強まると同時にナンロンコミュニティの住民であるという結束が深まっ
たプロセスを詳説した。 
 第6章では、ナンロンコミュニティの住民が災害時において災害弱者となりうる現状に着目し、演
劇のもつ気付きの力を演劇ワークショップにおける実際力の育成に対して援用することで、コミュニ
ティ・エンパワメントになり得る可能性について検討した。特に演劇がもたらす気づきの力に着目し、
災害弱者となりうるナンロンのスラム住民に対する自発的なエンパワーの可能性について実践を通
して明らかにした。住民の手によって行政を巻き込み、部外者の興味対象にまで引き上げた点につい
ては評価できたが、彼らの興味対象は文化資源の活用に向いており、それがスラム住民のエンパワメ
ントに十分に結びついているとは言い難い状況であった。貧困に対するさらなるアプローチ、ならび
にアートを活用した社会福祉基盤の構築に関する提言を含みながら、特に地域性を核としたアイデン
ティティ獲得のためには継続的な支援を行うことが、エンパワメントを成功させるための絶対的条件
であると結論づけた。 
 第 7 章においては、前章までに言及した実践事例のもつ欧米型アーツマネジメントの視点を批判的
に検討するなかで、タイにおける応用可能性を検討し、その限界点を浮かび上がらせた。また、そこ
から抽出された課題をもとにタイ型アーツマネジメント理論の構築を検討した。欧米型アーツマネジ
メントの視点からタイの現状を見ると、支援組織の構築と活動資金の安定的供給、そして人材育成の
3 点が欠落しているといえるが、それはタイ社会において必要不可欠なものではない。なぜなら前章
までに挙げた実践事例は、欧米型のアーツマネジメント理論の応用事例の成立を試みたものであり、
全面的に欧米の理論を適用することには限界があることが露呈した。それは、共助の精神や伝統文
化・伝統知の活用方法などの核となった考え方が欧米とアジアとでは相違しているからである。ここ
でタイ独自の手法を探っていくと、コミュニティベースの社会関係資本が基盤として浮かび上がる。
タイでは、幼少期より家庭内教育を通して社会関係資本の考え方を育むことから、社会構造の複雑
化・高度化によって表出する課題に対して、幼少期より培ってきた社会関係資本にヒントを見出そう
と試み、問題解決の手段としており、そこに着目した。タイ型アーツマネジメントの実践と理論の形
成のためには、新たな政策的な形態を取るべきではなく、古くからの問題解決手法を現代社会に適応
する形に高度化させることが望ましく、多くの選択肢から最適なる手法を抽出していくプロセスに、
先駆的で創造的なコミュニティアートのマネジメントが生まれる可能性を見出すことができると指
摘し、本論文の目的への回答とした。 
 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 本論文は、タイでの長期にわたる現地調査で得られたデータをもとに、被災地や貧困地区など、社
会的に排除されがちなコミュニティの再構築のために、芸術文化を投入することを通して、当事者の
尊厳を回復したり就労の一助となったりするプロセスを、アーツマネジメントという観点から明らか
にしようとした労作である。 
 アーツマネジメントに関する本格的な学術研究はそれほど古くはなく、特に本論文の理論的基礎づ
けとなるコミュニティ・アーツマネジメント論の研究は、 米国のN. Gibans “The Community Arts 
Council Movement”(1982)などを嚆矢とし、1980年代に本格化した。オーストラリアでは英国のコミ
ュニティアートの影響を受けてCultural Community Development（CCD）が 2000 年代初頭から現
れた。しかし、コミュニティアートや CCD は失業対策や多民族共生のための福祉施策という面があ
り、政権の交代によって活動基盤は大きな影響を受け、学術的な裏付けに未だ乏しいのが現状である。
国内では「日本アートマネジメント学会」の設立(1998)を機に、小林進(1998)、伊藤裕夫他(2001)、 
川崎賢一他(2002)、林容子(2004)、清水裕之他(2006)等が立て続けに概論を刊行したが、施設経営
を中心とする初期のアングロサクソン系アーツマネジメントの発想にとどまり、そこから脱してコミ
ュニティに益するアーツマネジメントの方法論を体系化するには至っていない。そのなかで、本論文
はコミュニティアートのなかでも特に先鋭的な社会包摂型のアーツマネジメントに焦点をあて、さら
に従来のアーツマネジメント理論では適用が難しいと思われるアジア（タイ）をフィールドとするア
ジア型のアーツマネジメント理論を構想しようとした点で、研究上のアドバンテージ、先駆性、ユニ
ークを指摘することができる。 
 本論文の目的、対象、方法などを整理して述べるならば、目的はアーツマネジメント研究の新しい
意味と作用に着目することによって、既存の経営学的な視点から脱し、社会の中におけるアートの役
割を明確にするとともに、社会の持つ潜在能力の向上を支援していくための方法論を検討することに
ある。対象としては、プーケット、バンコクにおいて論文執筆者自らが企画し実践したアーツマネジ
メント実例を中心に、タイにおけるオルタナティブ系あるいはコミュニティ系と呼ばれるアーツマネ
ジメントをとりあげている。方法は、従来のアーツマネジメント研究の手法を多用しながら、参与観
察や聞き取りから得られたデータの質的分析を中心に行っている。論文の構成は序章を含めて全８章
であり、A4サイズ１ページあたり平均1000字、本文以外の参照文献一覧、業績一覧等を含めて全251
ページである。 
 序章では研究背景と目的、先行研究、研究課題と方法、論文の構成、本稿における定義という小章
（節）に分かれている。第１章でイギリスとオーストラリアでのコミュニティアートの実践と研究を
紹介するため、序章ではそれらを省き、第１章から第６章までの論文構成をなぞる形で、各章で参照
した主要な先行研究例が紹介されている。大別して２種類の研究が紹介されており、ひとつは研究に
おける「部内者（インサイダー）と部外者（アウトサイダー）」について、もうひとつは事例に即し
たアーツマネジメント関連の研究である。人文研究における部内者・部外者の問題は主観・客観、主
体・客体などの問題へと多岐に捉えるなら、哲学、倫理学、心理学領域などでは遅くとも17世紀以来
のトピックとなっており、また異文化との接触を大きな研究契機とする人類学においても繰り返し論
じられてきた問題であり、さほど新奇なものではないが、本論文における「部外者が消え、痕跡を残
すことに意味がある」という主張は新たな視点の提示であるとともに、その内実がいかに後の章で語
られるのか、ある種の期待をもたせる出帆の辞となっている。 
 第１章「既存のコミュニティアート 〜 イギリスとオーストラリアを事例として」では、政策面で
の展開が丁寧に記述されている。最初の社会的包摂の概念の提示のあと、イギリスのコミュニティア
ートとオーストラリアの文化政策である CCD の成立過程を 6 つの実践事例を通して言及することで、
社会的包摂を視野に入れたアートの活用事例が 1990 年代に急増するに至った状況を説明している。
そのなかで、欧米におけるコミュニティアートは多様な社会的問題に向き合い、その解決の一助とし
ての実践事例として読み取れることが明らかとなった。そして、支援形態が政治経済の動向によって
大きく左右され、そういった危機に対応することのできる実務家の要請や対案は少なく、継続的な運
営基盤の構築を阻害する状況が頻発して実務家を疲弊させるという結果になりがちであることから、
評価体制の確立と実務家の満足度をはかる視点が必要であることを指摘した。この指摘は概ね正しい
が、これらの政策展開の基礎となった社会的包摂概念の歴史的な展開と施策との関連についての記述
が浅いのが惜しまれる。 
 第２章「タイにおけるコミュニティアートの先行事例」では、主にバンコクで展開されてきたオル
タナティブ系のコミュニティアートの先例が紹介されている。「先行研究」といえば、当該対象に関
連する研究史の記述とその批判的紹介が中心となるが、本論文では実践研究として執筆者自らがアー
ツマネジメントを行っていることから、その実務と結果もまた本論文のなかに取り込まれることとな
り、先行事例の紹介・批判が論理展開のための必要不可欠なプロセスとなる。本章では先進事例２点
に焦点をあて、1990 年代前半からの、社会的要請に向き合いながら積極的にアートを活用してきた
状況を浮き彫りにしながらも、運営に計画性がなかったこと、事業にかかわる者のリテラシーの不足
を指摘している。また、当時のアートマネージャーの多くが海外（欧米）での教育を受けており、ア
ングロサクソン系のアーツマネジメントの方法をタイの現実のなかに適用するときに生じる乖離を
ここに指摘しているのは、本論文全体のテーマに直接繋がる議論を具体的に召喚した初出の場面とな
っており、先行事例・研究に関する総括する場として相応しい位置取りを形成している。 
 第３章「プーケットの災害復興過程におけるアートプロジェクトの実践」では、論文執筆者自らの
アーツマネジメント企画・実践の記録とその自己評価からなっている。2004年12月に起こったスマ
トラ沖大地震はプーケットの島々を津波で呑み込み、多数の犠牲者を出したのは周知の通りである。
その復興の過程で経済原理主義ともいえる多国籍企業の介入が、被災以前よりさらに貧富の格差や環
境の劣化を生んでいると断じる論文執筆者が、地域社会の分断を和らげ、よきコミュニティのアイデ
ンティティを回復させるべくアーツマネジメントを企図した。本章ではその具体的なプロセスが詳し
く記述されている。プロジェクトの核となるアーティスト・イン・レジデンスが地域住民との接点を
作り出し、アートを媒介とするコミュニケーションを誘発したが、その効果が限定的であり文化を公
共化することには失敗したと反省的に述べられている。執筆者による企画ではアーティストが概ねタ
イ人ではなく日本人であったこと、そもそも芸術的素地のない地に現代アートをもってきたことなど、
設定にかなりの無理があったゆえに、失敗という結果は不思議ではない。 
 第４章「プーケットにおける教育機関を核としたコミュニティ再構築」では、第３章で取り上げた
活動の反省の上にたって、社会的課題をもつコミュニティにおける持続的なアーツマネジメントの方
策を探るプロセスが描かれている。その場所はプーケットの高等学校である。アメリア・アレナスの
鑑賞教育と体験学習法に基づいたワークショップを展開し、アートを通してコミュニティを再発見す
るプロセスを、生徒・教員の協働を通して取り組んだ結果、保護者や地域住民へと輪の広がってゆく
状況を報告し、学校がアーツマネジメントにとって有効な場となることを実証した。第３章、第４章
において津波被災地であるプーケットにおける社会包摂的アーツマネジメントを試みたわけである
が、現代アートという先端的な表現領域をメディアとして用いたため、必ずしも社会的成功には至ら
なかったが、逆に柔軟な感受性をもつ高校生にはフィットし、弱者に寄り添う心理を芽生えさせると
いう効果を生んだことが一条の光を感じさせる。 
 第５章「バンコクの都市空洞地におけるコミュニティアートの実践」は、バンコク市内にある社会
的停滞地域（貧困地区を含む）における住民の社会実践を観察し、そのプロセスと結果を考察したも
ので、本論文における事例研究の中核的部分をなしている。対象地であるナンロン地区は 19 世紀末
から第２次世界大戦終了時まで経済的に隆盛を極めた地区であるが、他地区のインフラ整備が進んだ
ことなどから 20 世紀末にかけて衰退の一途をたどった。しかし、芸能などの豊富な文化資源を有し
ていたことから、それを活用した住民による再活性化運動が 21 世紀になって始まり、その中心とな
った住民リーダーの様態を本章では詳細に論じている。主たるアクターが住民であることにこの活動
の強みが見出され、リーダーの資質や行動様式を詳細に論じることを通して、コミュニティの特徴が
浮き彫りとなっている。 
 第６章「バンコクの都市空洞地における演劇を用いた避難訓練ワークショップ」は、執筆者自身の
企画による演劇的手法を用いたナンロン地区での防災ワークショップの記録・分析である。住民が災
害時において災害弱者となりうる現状に着目し、演劇のもつ気づきの力を援用することによって、コ
ミュニティ・エンパワメントになり得る可能性が検討されている。また、本章の後半ではバンコクで
のコミュニティ・アーツマネジメントを確立していくための課題が挙げられている。それは経済的支
援、実務家養成システムの欠落と今後の方策を論じたもので、ナンロンでの実践に基づいた提言は説
得力のあるものとなっている。 
 第７章「タイにおけるアーツマネジメントの可能性」では、各章のまとめとともに、本論文の目的
である、社会の中におけるアートの役割を明確にするとともに、社会の持つ潜在能力の向上を支援し
ていくための方法論が集中的に論じられている。それは欧米型アーツマネジメントを超克し、タイの
社会的環境に即したマネジメントの提案である。インフラの部分では前章で触れられた経済的問題の
解決、ラチャパット大学（教育大学）の全国ネットワークを利用した人材育成プログラムであるが、
そういった提言は、従来から指摘されているように（中川 2013）、欧米型アーツマネジメントをタ
イの現状に即してカスタマイズする方向であり、折衷形を志向するものである。そこから脱し、タイ
独特のアーツマネジメントの方法を構想しようというのが本章第５節「タイ型アーツマネジメントの
手法構築に向けて」であり、本論文の当初の研究目的に対する応答となっている。ここではタイ社会
が伝統的にもつ共助に基づく人間関係資本（社会関係資本）に着目し、それを活かす形でのアーツマ
ネジメントの方策が既に各処に見えるとして、実例を挙げながら有効性が論じられている。その際に、
寺院のもつ社会的機能に着目するとともに「積徳行」という行為のなかに伝統的共助を見出し、それ
がアーツマネジメントに援用できるとしている。そして伝統的な問題解決手法を現代社会に適応する
形で高度化させることによってタイ型アーツマネジメントの方法が生まれるとして本論文を閉じる。 
 本論文は、大学における研究や教育のあり方が多様な角度から論じられるなかで、大学知と市民知
を融合させ、社会問題解決型の理論を提起するために、現実の様々な社会的課題（貧困、性差別、被
災、障害等）の現場に実践家として果敢に入り込み、幾多の失敗をくぐり抜けながら、市民に寄り添
う形でのアーツマネジメントの手法・方法を生み出そうとしてきた苦闘の記録であり、執筆者の忍耐
力や信念には敬意を表するものである。特に、社会的包摂に焦点をあてたアーツマネジメントのあり
方を論じて、流行のアートや収益性の高いアートをマネジメントするのではなく、新自由主義的な政
策や、多国籍的企業の振る舞いによって生じている世界的な格差や歪みに対して、アートのもつ諸特
性を活かしながら弱者と真摯に向き合うためのマネジメントを追究しようという点で、社会的・倫理
的に高い意味と価値をもつ研究であると評価できる。特にそのプロセスを詳細に論じたところは、後
学者の大いに参照すべき点であろう。また、単なる従来型アーツマネジメントのカスタマイズではな
く、伝統知のなかからタイ型アーツマネジメントの方法を掘り出そうとする姿勢も、アーツマネジメ
ント研究の領域では独創的であり、後学に対して一定の影響力をもつものと思われる。 
 しかしながら、先行研究・実践の極めて少ない領域であるがゆえの、不十分な点も散見される。全
章を通じての一貫した論理性に若干弱く、ときに枝葉末葉に議論が流れて、核心的な課題が見えにく
くなっているという構成上の問題がある。アーツマネジメントは、企画、ファンドレージング、交渉、
広報、実施、アウトリーチなどといった極めて広範囲な領域にわたる活動であり、論文執筆者の提示
したタイ型アーツマネジメントの方法といえども、その全体をカバーする体系的な姿を提示したもの
にはなっていない。また、アートを社会問題解決の教育の場面で使おうとしていることが多いように
見受けられるが、アートをツールとして合目的的に用いるのは、アートが本来もっている自律性から
すると矛盾するのではないかという指摘も出てくる。アートの自律性を担保しながらアートを何らか
の目的に用いること、しかも本論文では療法（セラピー）ではなく、あくまでもアート的表現を重視
している場合には、なおさらこの点についての意識的な考察が必要であり、そういった問題への解決
策が明示されているとはいえない。ただ、これは論文執筆者だけではなく、課題解決型のアーツマネ
ジメントの研究者全体に問われている一般的かつ重要な問題でもあり、今後の学会内での更なる議論
が俟たれる点でもある。別の観点としては、コミュニティの再構築をめざす議論のなかで、タイのコ
ミュニティそのものへの理解が未だ浅いことが指摘される。特に「積徳行」といったタイ仏教の概念
に触れたりしている点、タイ仏教における僧侶と民間人との関係などについての理解に乏しく、それ
が社会関係資本の土台になっているという議論は説得力の弱いものとなっている。さらに、「コミュ
ニティや若者（住民）のアイデンティティ」という場合のアイデンティティに関する厳密な定義づけ
が行われておらず、議論の焦点が合っていないところが散見されるなどの欠点をもっている。しかし、
以上の弱点をもちながらも、前記したように、アーツマネジメント研究のなかにおいて未知の領域に
取り組み、その問題点、課題、解決方法を丹念に記述したことは大いに評価される。以上の所見によ
り、本論文は、大阪市立大学博士(文学)の学位を授与するに値するものと認められる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
